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要旨 
JIP データベース 2008 を用いた成長会計分析によれば、2000 年代に入って日本の全要素
生産性（TFP）上昇は非製造業を中心に加速した。さらに 2001 年以降は製造業でも生産性
上昇が回復した。また非製造業における TFP 上昇は労働や、資本サービス投入、中間投入
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論文の構成は次のとおりである。まず第 2 節では、JIP 2008 を用いた深尾・宮川（2008b）
の分析に主に基づいて、日本の産業別 TFP 上昇の動向を概観する。日本では 2000 年代に入
                                                        
1 JIP データベースは、経済産業研究所の「産業・企業生産性プロジェクト」と一橋大学経
済研究所の21世紀 COEプログラム 「社会科学の統計分析拠点構築」 （このプログラムは 2008




2 JIP  2008 は EU KLEMS の最新版 （2008 年 3 月版、 2005 年までをカバー） にも反映された。
これにより、景気回復後の日本の TFP 動向を他の主要国の TFP 動向と精密に比較すること
が、初めて可能になった 
1 
    
って、製造業でも非製造業でも TFP 上昇率が加速した。TFP 上昇の回復は、特に非製造業
において目覚ましかった。第 3 節では、このような TFP 上昇の加速の原因を、ミクロデー
タを用いた生産性動学（productivity dynamics）の方法で分析する。我々は産業別の TFP 上
昇を、企業データを用いて分解し、TFP の上昇が生産性の高い企業の参入・拡大や、TFP
の低い企業の退出・縮小といった新陳代謝機能の増進によって起きたのか、それとも存続
企業内での TFP 上昇に起因するのかを分析する。分析の結果は TFP 回復のほとんどが存続
企業内においての TFP 上昇にあったことを示している。第 4 節では、このような、存続企




非製造業を中心に加速した TFP 上昇 
本節では、JIP2008 を用いた深尾・宮川（2008b）の分析に主に基づいて、マクロ・産業レ
ベルの TFP 上昇の動向を概観する。 
図表 2.1 は、市場経済全体（TFP 測定が困難な政府・非営利部門を除く経済全体の活動）




年代の年率 0.2%から、2000-05 年には 1.3%へと 1%以上加速した。2000-05 年にはサプライ
サイドから見た経済成長の最大の源泉は、TFP 上昇であった。 
図表 2.1 を挿入 
図表 2.2 と図表 2.3 は市場経済を製造業と非製造業に分けて、付加価値ベースの成長会計
分析を行った結果である。製造業（図表 2.2）では、2000 年以降、設備投資の回復を背景と
2 
    
した資本サービス投入増加の寄与拡大が生産拡大をもたらしたが、TFP上昇は 1990 年代平
均と同じ 1.3%であった。
3 2000 年以降の生産性上昇を牽引したのは非製造業（図表 2.3）で
あった。非製造業（市場経済に限る）のTFP上昇（付加価値ベース）は、90 年代の年率マイ
ナス 0.22％から、2000－2005 年には年率 1.27％へと回復した。 
図表 2.2 と 2.3 を挿入 
製造業と非製造業の TFP 上昇のパターンを比較するため、中間投入の動向も明示的に考
慮する総生産（gross output）ベースの成長会計分析結果を、比較してみよう（図表 2.4 およ
び図表 2.5 参照） 。 














                                                        
3  製造業における TFP上昇の低迷は、 2001年に起きた ITバブルの崩壊に一部起因している。
年次データで見ると、 製造業における TFP 上昇は、 2003 年から 2005 年には比較的高かった
（深尾・宮川 2008b 参照） 。 
3 
    
年以降のTFP上昇は部分的にしか説明できない。例えば、JIP  付帯表によれば農林水産業を




表 2.6 に示すように、1990 年代から 2000 年代にかけての稼働率改善とTFP上昇加速の間の
クロス・インダストリーで見た相関係数は、農林水産業を除く市場経済全体で-0.06、製造
業のみでも 0.06 と低く、2000 年以降のTFP上昇の加速を資本稼働率の上昇で説明すること
は難しい。
5 
図表 2.6 を挿入 
以上、最近の我が国におけるマクロ・産業レベルの TFP 上昇を概観した。2000 年以降、
非製造業を中心に TFP 上昇の加速が見られた。製造業では、労働の質上昇や中間投入・資
本投入の増加の下で TFP が上昇したのに対し、非製造業の TFP 上昇の加速は、労働投入、
資本投入、中間投入をすべて減らすという、いわばリストラ型の生産性改善であった。ま






くパネルデータを利用して、生産性動学分析を行い、2000 年代日本の TFP 上昇の回復が、
                                                        
4  ここでは、資本稼働率上昇が TFP を上昇させる効果を、労働コストと資本コストの和に








    
新陳代謝機能の回復によるものだったか否かを分析する。 
1992 年の「バブル経済」崩壊以降、日本経済は失われた十年または十五年と言われるほ





















                                                        
6  Caballero, Hoshi and Kashyap (2006)の推計によれば、1998 年-2002 年において、全上場企業
総資産額に占めるゾンビ企業の割合は、製造業では約 10%にすぎないのに対し、不動産業
やサービス業で 30%、建設業や商業(9 大商社を除く)で約 20%あったという。 
5 
    
策を導入した。たとえば、2000 年 11 月に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（通
称、IT 基本法）を成立させ、2001 年には、IT 基本法に基づいて、5 年以内に世界最先端の



















前節でみた 2000 年以降の TFP 上昇の加速は、1990 年代後半以降進展した構造改革によっ
て、市場の新陳代謝機能が高まったことに起因するのだろうか。それとも、無形資産蓄積
やリストラを通じた、 企業内の TFP 上昇に起因するのだろうか。 以下では、 1994 年から 2005
                                                        
7 Wal-Mart 出店の影響に関する諸研究の Basker (2007)によるサーベイでは、Wal-Mart 出店
がアメリカ小売業全体の生産性を 50％ほど上昇させたという結果を出している。 
6 




分析には、経済産業省『企業活動調査』の企業レベルの 1994 年度から 2005 年度の実績を
対象とする個票データを利用した。
8  この調査は、 従業者 50 人以上かつ資本金または出資
















                                                        
8 『企業活動調査』 の個票データを用いた研究は、 経済産業研究所におけるプロジェクト 『日
本における産業・企業レベルの生産性に関する研究』の一部として行われた。 







    
て断層が見られたために、




  我々は日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity Database）2008 年版（以
下ではJIP2008 と略記）の産業分類に『企業活動基本調査』の 3 桁産業分類を対応させる形
で、58 産業（製造業 44 産業、非製造業 14 産業）に分類し、
11  各産業の産業平均に対する
各企業の相対的なTFPを算出した。 
Good, Nadiri and Sickles (1997)  や  Aw, Chen and Roberts (2001)と同様に、ｔ時点(ｔ>0)にお
ける企業 f の TFP 水準対数値を初期時点(t=0、我々は 1994 年とした)における当該産業の代
表的企業の TFP 水準対数値との比較の形で、次のように定義する。 
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ここで、 Qf, tはｔ期における企業 f の総産出額、   Si, f, tは企業 f の生産要素 i  のコストシェア、
Xi, f, tは企業 f の生産要素 i の投入量である。また、各変数の上の線はその変数の産業平均値
を表す。生産要素として資本、労働、実質中間投入額を考える。また、TFP の計測の際に、
データの制約上、労働の質の変化は考慮していない。このため、本論文の産業別に集計し
た TFP 上昇率は JIP 2008 の産業別 TFP 上昇率より高くなる可能性が高い。労働時間指数は
企業レベルのデータが存在しないため各産業の平均値の統計で代用している。 
                                                        
10  タイミングから判断して、この断層は産業分類の変更に主に起因すると推測される。 
11  産業名については付表を見られたい。 
8 
    
産業の平均的な産出額、中間投入額、生産要素のコストシェアを持つ企業を代表的企業と
して想定する。(3.2)式の右辺の第一、第二項は t 時点の企業 f とその時点における代表的企
業の間の、TFP 水準対数値の乖離を表す。第三、第四項は t 時点における代表的企業と初期








本論文では、企業レベルの TFP を産業レベルに集計する方法として Baily, Hulten and 
Campbell (1992)  と Olley and Pakes (1996)の方法を用いる。t 年におけるある産業全体の平均
的な TFP 対数値を次式で定義する。 
t f
n
f t f t TFP TFP , 1 , ln ln ∑ = = θ  (3.3) 
ここで、ln TFPf, tは各企業の TFP 水準の対数値、ウエイトの θf, tは企業 f が属している産業
における当該企業の売上高シェアである。生産性動学を分析するための生産性分解の方法
として、Forster, Haltiwanger and Krizan(2001)の分解方法(以下では FHK 分解方法と呼ぶ)と
Griliches and Regev(1995)の分解方法（以下では GR 分解方法と呼ぶ）を採用した。 
FHK 分解方法は(3.3)  式のように定義した各産業における TFP 水準対数値の基準年 t-τ （基
準年は初期時点 0 より後の年でも構わない）から比較年 t にかけての変化を、次の 5 つの効
果の和に分解する。 
内部効果(Within effect):    t f S f t f TFP , , ln Δ ∑ ∈ −τ θ
9 
    
シェア効果(Between effect):  ) ln (ln , , τ τ θ − − ∈ − Δ ∑ t t f S f t f TFP TFP  
共分散効果(Covariance effect):  t f S f t f TFP , , ln Δ Δ ∑ ∈ θ  
参入効果(Entry effect):  ) ln (ln , , τ θ − ∈ − ∑ t t f N f t f TFP TFP  











GR の TFP 上昇の分解方法は(3.3)式で定義される産業 TFP の上昇を、以下の 4 つの効果
の和に分解する。 
内部効果(Within effect):  t f S f f TFP , ln Δ ∑ ∈ θ  
再配分効果(Reallocation effect):  ) ln ln ( , TFP TFPf S f t f − Δ ∑ ∈ θ  
参入効果(Entry effect):  ) ln (ln , , TFP TFP t f N f t f − ∑ ∈ θ   
                                                        
12  仮に t-1 年から t 年にかけて、ある企業の主業が i 産業から j 産業に変化した場合、この





    
退出効果(Exit effect):  ) ln ln ( , , τ τ θ − ∈ − − ∑ t f X f t f TFP TFP  
θfと lnTFPfの上の線は、t-τ 期と t 期の平均値であることを示す。他の記号の意味は FHK
分解方法の場合と同じである。FHK 分解方法と異なる点は、ウエイトや産業平均の TFP と





生産性動学分析による産業レベルの TFP 上昇の分解結果 
全期間 1994-2005 年を次の 2 つの期間(1996-2000、 2001-2005)に分けて、 TFP 上昇率の要因
分解を行った。図表 3.１には全産業に関する TFP 生産性上昇の分解結果がまとめてある。
各産業における TFP 上昇率にウエイトとして売上高シェアを掛けて集計することで全産業
の TFP 上昇率を求めた。 
「バブル経済」崩壊以降の金融危機の下で深刻な景気後退期であった 1996－2000 年に比







寄与しているが、全産業のTFP上昇率の加速の 7 割以上は内部効果の増加がもたらした。 
Fukao, Kim and Kwon (2008)では、同様な生産性（TFPと労働生産性）上昇の分解方法を用
                                                        
13 TFP 上昇の分解方法による結果の差があまりないので、TFP 上昇率の分解分析結果に関
する解釈は主に FHK 分解方法の結果に基づいて行う。 
14 GR 分解方法においては再配分効果が 1996-2000 の期間に比べて、2001-2005 年の期間で
下落している。 
11 




  我々はまた、全サンプルを製造業 上昇の分解分析も行った。そ
については、 図表3.3.Aと図表3.3.Bから知ることができる。
図












支援、参入障壁の削減といった、90 年代後半以降に行われた施策は、企業内の TFP を上昇
させただけではなく、日本経済の新陳代謝機能も一部回復させた可能性があるといえよう。  
図表 3.1 と 3.2 を挿入 
と非製造業に分けた TFP
の結果が図表 3.2 にまとめてある。 全サンプルを用いた TFP 上昇分解結果とほとんど同じ傾
向を示していることが分かる。 
TFP上昇率回復を牽引した産業







15  森川(2008)の研究でも生産性が相対的に低い企業が退出する現象を発見している。 




    
鈍化した点については、これから詳細に分析する必要があるだろう。
17 
一方で、2000 年以前には TFP 上昇率が製造業と比較して非常に低かったすべての非製造
業




 図 表 3.4 には 1996 年から 20 分解結果が示されている。 ア
                                                       
において、TFP 上昇の改善が観察された。特に、対事業所サービス業の TFP 上昇率は他
の非製造業種に比べてかなり大きい。 
 図 表 3.3.B は、二つの期間における
示している。前半の不況期においては、経済全体の TFP 上昇にマイナスに寄与する産業
が 58 産業中 22 産業で、経済全体に占めるシェアが 3 割だったのに対して、好況期にはマ
イナスに寄与する産業の数は 12、生産（売上）シェアで見て 1 割へと減少した。寄与度が
高い順に並べてみると、 電子計算機、 電子部品・電子応用装置、 通信機器等の IT 財生産や、
卸売業および物品賃貸業が、景気と関係なく経済全体の TFP 上昇に大きく寄与しているこ
とがわかる。これらの産業が日本の TFP 上昇の主要な源泉であるといえる。 
  以上の結果を要約すると、 2000 年以降の TFP 上昇率加速期には、 ほぼすべての
上昇の加速が見られたこと、その中でも特に、対事業所サービス業を中心とした非製造業
の TFP 上昇の改善が著しかったことが分かった。 
図表 3.3. A  、図表 3.3.B
05 年までの毎年の TFP 上昇率の
ジア通貨危機や国内金融危機があった 98 年までは TFP 上昇率がマイナスになっているが、
99 年から TFP 上昇率はプラスになり、その後 TFP 上昇率は徐々に加速している。年次の
TFP 上昇率分解結果から各効果の寄与を見ると、 これまで見てきた 4 年間の上昇率を分解し
た結果と同じく、 TFP 上昇率の変動のほとんどは内部効果の変動によるものであったことが
確認できる。また、参入効果（Switch-in 効果を含む）は日本経済の TFP 上昇の主要な源泉
の一つであるといえよう。これに対して、退出効果は分析期間を長期間にした場合の結果
 




    
と同様に一貫して負の寄与をしている。 
図表 3.4 を挿入 
TFP 上昇率の分解結果から、日本経 は回復していることと、その回復傾
向






























    
小売業のデフレーターで実質化することにより計測している）成長率と TFP 上昇率間の相
関係数が大きなマイナスになっている。このような結果は、2001 年以降の TFP 上昇が景気
回復による稼働率上昇を通じた単純なものではなく、労働投入や資本投入の削減などリス
トラを通じてもたらされた可能性があることを示している。 
図表 4.1 を挿入 
2001 年以降の TFP 上昇が生産要素投入の削減によるものか否かを更に確認するために、
TF
第 1 グループ：TFP 上昇、雇用拡大 




P 上昇と要素投入の関係をより詳しく見ることにしよう。ここでは、Baily, Hulten and 
Campbell (1992)が行ったように、存続企業に限定し、58 産業・期間ごとに次の四つのグル
ープに分類して、各グループの TFP 上昇を比較することにする。 
 
第 2 グループ：TFP 上昇、雇用縮小 
第 3 グループ：TFP 下落、雇用縮小 
第 4 グループ：TFP 下落、雇用拡大 
 
昇率を分解分析した結果（パネル 1.a）と、その右横に、各グループについて、TFP 上昇
を製造業企業の寄与と非製造業企業の寄与に分解した結果（パネル 1.b とパネル 1.c）が示
してある。 また 2 段目には、 全産業の TFP 上昇に対する各グループの寄与 （パネル 2.a） と、
これを更に製造業企業の寄与と非製造業企業の寄与に分解した結果（パネル 2.b とパネル
2.c）が示してある。3 段目と 4 段目は、2001－2005 年に関する同様の結果である。 
1977-1987 年間のアメリカ製造業を対象にした Baily, Hulten and Campbell (1992)の研
、製造業全体の TFP 上昇にグループ 1（TFP 上昇、雇用拡大）の役割が大きかったことを
発見しているが、日本では、不況期、好況期ともに、日本経済全体の TFP 上昇率に一番大
15 
    
きく寄与しているグループは TFP が上昇しているにもかかわらず、雇用を縮小している企
業群（グループ 2）になっている。2 つの期間ともにグループ 2 の TFP 上昇率はグループ 1
よりも高い。特に 2000 年までの不況期においは、グループ 2 の、全産業の TFP 上昇率への
寄与度は 130％（＝1.09／0.79）と、非常に高い数字になっている。好況期におけるグルー
プ 2 の TFP 上昇率は 2.5％から 3.6％へ上昇しているが、経済全体の TFP 上昇率への寄与度
は経済全体に占める比重が下落したことで 70％（＝1.28／1.84）に減少している。グループ
2 よりは TFP 上昇率が低いが、 TFP を上昇させるとともに、 雇用も増加させている企業で構
成されるグループ 1 は全体の TFP 上昇率に、景気循環とあまり関係なく約 50％寄与してい
る。 TFP が下落したグループは不況期に比べて好況期のマイナス寄与が大きく減少している
ことが確認できる。 







造業においては 2 つの期間ともに、全産業の結果と同様に、グループ 2（TFP 上昇、雇用
縮小）の寄与が、グループ 1（TFP 上昇、雇用拡大）の寄与を上回っている（パネル 2.b お
よび 4.b） 。非製造業においては、2000 年までは、全産業の結果と同様に、グループ 2（TFP
上昇、雇用縮小）の寄与が、グループ 1（TFP 上昇、雇用拡大）の寄与を上回っている（パ
ネル 2.c）が、2001 年以降は、全産業や製造業の結果とは違って、グループ 1（TFP 上昇、
雇用拡大）の寄与がグループ 2（TFP 上昇、雇用縮小）を上回っている（パネル 4.c） 。製造
業と比較して異なるもう一つの点は、雇用を減らしたにもかかわらず TFP が下落したグー
ルプ 3 の企業の、全産業の TFP 上昇へのマイナスの寄与が、不況期よりも好況期に拡大し
たことである（パネル 4.c） 。 
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い：0） 、負債比率が高い企業ダミー（負債比率で上位 25％以上の企業：1、それ以外：0） ）
のうち 1 個と産業ダミーのみを説明変数とし、TFP 上昇率、労働投入成長率、資本ストック





18  図表 4.3Aと 4.3Bには、製造
業、非製造業それぞれについて、また 2000 年以前と 2001 年以降それぞれについて、説明
変数として使った 6 種類のダミー変数と、被説明変数として使った 6 種類の変数を組み合
わせた、36 個の回帰分析の結果を報告している。つまり各コラムにある数字は、それぞれ
独立した回帰分析で得られた、ダミー変数の係数の推定値である。 
図表 4.3A と 4.3B を挿入 
 
18  製造業では 300 人以上の企業を、非製造業では 150 人以上の企業を大企業とした。 
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で 5％以上または 10％以上減らした企業を 1、 それ以外の企業を 0 とした二つのダミー変数
を使った。2001 年から 2005 年の間についてプールした全観測値の中で 5％以上従業員数を




    
ール変数は次の通りである。 

















Helpman, Melitz and Yeaple (2003)を初めとする一連の海外の研究だけではなく、日本に関す
る実証研究によっても確認された（Kwon（2007） 、Kimura and Kiyota (2007)） 。しかし、対
外直接投資が企業の生産性を上昇させたかどうかに関する研究はそれほど多くない。日本















t f t f t f ft t f Z , 1 , 1 , 1 , X TFPGAP TFP γ β α + + = Δ ε λ + + − − −   （ 4.1） 










均 TFP レベルとした。回帰分析には、2001 年以降の生産性上昇の原因を分析するために、









減を通じて TFP を上昇させたことが確かめられた。しかし、日本企業の TFP 上昇はリスト
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ラだけで達成されたわけではない。他のコントロール変数が TFP 上昇率に与えた効果をみ
ると、 ほとんどの変数がTFP上昇率に正の効果を与えていることが確認できるからである。 

















発活動が TFP 上昇に重要な役割を果たしていることを示す結果である。 
海外子会社に出資している場合を 1 とするダミー変数の係数は、製造業と
が異なっている。製造業においては海外活動が TFP 上昇に寄与したが、非製造業では、
























我々はまず、最新の JIP2008 を使って、2005 年までのマ
FP の動向を概観した。市場経済全体の TFP 上昇率（付加価値ベース）は、90 年代の年率
0.2%から、2000-05 年には 1.3%へと 1%以上加速した。2000-05 年にはサプライサイドから
見た経済成長の最大の源泉は、TFP 上昇であった。TFP 上昇の加速が特に著しかったのは、
非製造業であった。製造業と非製造業それぞれの成長会計によれば、製造業では、労働の
質上昇や中間投入・資本投入の増加の下で TFP が上昇したのに対し、非製造業の TFP 上昇
の加速は、労働投入、資本投入、中間投入をすべて減らすという、いわばリストラ型の生
産性改善であった。また、2000 年以降の TFP 上昇回復のうち、資本稼働率の上昇で説明で
きるのは、 ごく一部であり、 TFP 上昇が景気回復のみに起因する一時的な現象とは考え難い
ことも分かった。 
我々は次に、日本
いて、1996-2000 年と 2001-2005 年について、生産性動学を分析した。TFP 上昇率を、内
部効果、再配分効果、参入・退出効果に分解すると、製造業・非製造業いずれにおいても、





























  1995 年以降の米国での TFP 上昇加速は、 無形資産投資や非製造業での活発な IT 投資に
支えられているといわれる。日本では 2000 年以降もこれらの投資が低迷している。EU 
KLEMS によれば、IT 投資効果が大きいと考えられる流通業（商業・運輸）の 2000－2005
年の成長で、 IT 資本投入増加の寄与は、 米国の年率 0.7％、 EU 主要 15 カ国の 0.3％に対し、
日本は 0.1％にすぎない。また、Fukao et al. (2008) によれば、無形資産投資の国内総生産
（GDP）比も米国の 14%（2000-03 年平均）に対し、日本は 11%（2003-05 年平均）と少な
かった。    
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  2000 年以降の日本では、非製造業を中心に費用削減努力で TFP 上昇率が高まったが、






業や工場が退出 ・ 縮小するという、 経済の新陳代謝機能を強化することであろう。 Fukao, Kim, 





2004 参照） 。また Fukao, Kim and Kwon (2008)  が示したように、生産性の高い企業が生産の
海外移転を主導し、生産性の高い工場が閉鎖されることも、経済の新陳代謝機能を低下さ
せている可能性が高い。 さらに、 最近の国際比較研究によれば （例えば Bartelsman, Perotti and 



















各企業の純資本ストック(平成 12 年価格基準)は各企業の簿価表示の有形固定資産額に、 『法
人企業調査調査』を用いて推計した各年度の産業別の資本ストックの時価・簿価比率を掛
けて算出した。すなわち、 
Kp, t =BVp, t×（INKj, t/IBVj, t） 
ただし、BVp,  tは t 期における企業 p の土地を除いた有形固定資産額(簿価)である。INKj,  tは




の産業別投資デフレーターで 2000 年価格に変換し、 初期時点の実質純資本ストックとした。
第二に、恒久棚卸法(perpetual inventory method)により 1976 年以降の実質投資額（名目投資
額を JIP2008 の産業別投資デフレーターによって実質化した額） を積み上げることによって
各年の純資本ストックを推計した。恒久棚卸法の計算式は次のとおりである。 
INKj, t=INKj, t-1(1-δt)+Ij, t 
ただし、I は 2000 年価格に実質化した産業別投資総額であり、δjは、JIP2006  の固定資産









    
労働費用としては賃金総額を利用した。資本費用は、各企業の実質純資本ストックに資本

































































tは、JIP2006  の固定資産マトリックスと BEA 資産別償却率を
利用して、本論文の産業分類別に求めた産業別減価償却率を表わしている。最後の項は、
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1970-75 1975-80 1980-85 1985-90 1990-95 1995-2000 2000-2005 1970-80 1980-90 1990－2000 2000-2005
総生産成長率 3.32% 5.23% 4.21% 4.93% -0.03% 0.58% 0.73% 4.27% 4.57% 0.27% 0.73%
中間投入増加の寄与 2.16% 4.45% 2.10% 3.48% -0.19% 0.19% 0.24% 3.30% 2.79% 0.00% 0.24%
労働投入増加の寄与 -0.29% 0.34% 0.40% 0.06% -0.55% -0.42% -0.40% 0.03% 0.23% -0.48% -0.40%
マンアワー増加 -0.46% 0.20% 0.27% -0.08% -0.72% -0.62% -0.60% -0.13% 0.10% -0.67% -0.60%
労働の質向上 0.16% 0.14% 0.12% 0.14% 0.17% 0.20% 0.20% 0.15% 0.13% 0.19% 0.20%
資本投入増加の寄与 0.25% 0.09% 0.43% 0.52% 0.39% 0.18% 0.42% 0.17% 0.47% 0.29% 0.42%
資本の量の増加 0.43% 0.10% 0.29% 0.40% 0.37% 0.13% 0.31% 0.27% 0.35% 0.25% 0.31%
資本の質向上 -0.18% -0.01% 0.13% 0.12% 0.03% 0.05% 0.11% -0.10% 0.12% 0.04% 0.11%




1970-75 1975-80 1980-85 1985-90 1990-95 1995-2000 2000-2005 1970-80 1980-90 1990－2000 2000-2005
総生産成長率 4.61% 5.03% 3.14% 5.07% 2.18% 1.05% 0.87% 4.82% 4.11% 1.62% 0.87%
中間投入増加の寄与 2.01% 2.01% 1.42% 2.42% 1.33% 0.55% 0.19% 2.01% 1.92% 0.94% 0.19%
労働投入増加の寄与 0.64% 1.12% 0.56% 0.50% 0.26% -0.07% -0.12% 0.88% 0.53% 0.09% -0.12%
マンアワー増加 0.00% 0.57% 0.09% 0.23% -0.05% -0.38% -0.34% 0.28% 0.16% -0.22% -0.34%
労働の質向上 0.64% 0.55% 0.47% 0.27% 0.31% 0.31% 0.22% 0.59% 0.37% 0.31% 0.22%
資本投入増加の寄与 0.92% 0.86% 1.17% 1.14% 0.77% 0.53% 0.31% 0.89% 1.16% 0.65% 0.31%
資本の量の増加 1.40% 0.94% 0.98% 0.87% 0.76% 0.44% 0.21% 1.17% 0.93% 0.60% 0.21%
資本の質向上 -0.47% -0.08% 0.19% 0.27% 0.01% 0.09% 0.09% -0.28% 0.23% 0.05% 0.09%





























































h=a+f+g a f=b+c b c g=d+e d e
FHK 1996-2000 0.96 0.64 0.01 0.09 -0.08 0.31 0.50 -0.19
(  0.67  ) (  0.01  ) (  0.09  ) ( -0.08  ) (  0.32  ) (  0.53  ) ( -0.20  )
2001-2005 1.98 1.36 0.13 0.03 0.10 0.50 0.76 -0.27
(  0.68  ) (  0.07  ) (  0.01  ) (  0.05  ) (  0.25  ) (  0.38  ) ( -0.13  )
GR 1996-2000 0.96 0.60 0.07 0.28 0.39 -0.11
(  0.63  ) (  0.08  ) (  0.30  ) (  0.41  ) ( -0.11  )
2001-2005 1.98 1.41 0.04 0.53 0.52 0.01
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38図3.4 年度別TFP上昇率分解結果（％）
期間 TFP上昇率 内部効果 シェア効果 共分散効





1996-1997 -0.35 -0.18 0.34 -0.38 -0.10 -0.04 0.47 -0.45
1997-1998 -0.95 -0.92 0.18 -0.28 0.06 -0.06 0.29 -0.23
1998-1999 1.60 1.46 0.08 -0.12 0.22 -0.04 0.16 -0.16
1999-2000 3.51 2.90 0.09 -0.18 0.70 -0.11 0.36 -0.25
2001-2002 1.75 1.44 -0.01 -0.07 0.50 -0.17 0.31 -0.26
2002-2003 2.11 2.02 0.04 -0.21 0.17 -0.36 0.66 -0.19
2003-2004 1.63 1.36 -0.06 -0.07 0.48 -0.29 0.64 -0.44
2004-2005 2.70 2.41 0.22 -0.13 0.48 -0.30 0.39 -0.36
GR分解方法
1996-1997 -0.35 -0.37 0.18 -0.06 -0.08 0.44 -0.46
1997-1998 -0.95 -1.06 0.12 0.08 -0.10 0.27 -0.27
1998-1999 1.60 1.40 0.03 0.19 -0.02 0.12 -0.13
1999-2000 3.51 2.81 0.05 0.65 0.00 0.27 -0.27
2001-2002 1.75 1.41 -0.05 0.44 -0.14 0.28 -0.19
2002-2003 2.11 1.91 -0.03 0.10 -0.28 0.54 -0.13
2003-2004 1.63 1.33 -0.14 0.44 -0.21 0.54 -0.34
2004-2005 2.70 2.34 0.15 0.40 -0.22 0.30 -0.28
注) GR分解方法のシェア効果はシェア効果と共分散効果の合計の再配分効果である。
39図表4.1：TFP上昇率との相関係数
1996-2000 2001-2005 1996-2000 2001-2005 1996-2000 2001-2005 1996-2000 2001-2005
製造業 0.4818* 0.5138* 0.1424* 0.1839* -0.0942* -0.1301* -0.1621* -0.1490*
電子計算機・同付属品 0.5896* 0.5103* 0.3522* 0.2954* 0.0028   -0.2232* -0.2631* -0.1833*
通信機器 0.4224* 0.5388* 0.1661* 0.3472* -0.0734* -0.1431* -0.1631* -0.2258*
電子部品・電子応用装置 0.4807* 0.6446* 0.1354* 0.3739* -0.0842* 0.0465* -0.1819* -0.1387*
自動車・自動車部品 0.5427* 0.4641* 0.2785* 0.1730* -0.0937* -0.2085* -0.1663* -0.1949*
非製造業 -0.3124* -0.2131* -0.7496* -0.6477* 0.0430* -0.1159* -0.0324* -0.0610*
卸売業 -0.3632* -0.3500* -0.7597* -0.7426* 0.0477* -0.0187* -0.0289* -0.0182*
小売業 -0.2403* -0.2228* -0.7748* -0.7183* 0.0959* -0.1003* -0.0294* -0.0309*
業務用物品賃貸業 0.2878* 0.1668* -0.4521* -0.7456* -0.0611   -0.2035* -0.1318   -0.2148*
その他の対事業所サービス 0.1487   0.2234* -0.1232   -0.2061* -0.2896* -0.4217* -0.1365   -0.2123*
情報サービス業 0.2706* 0.2971* -0.1059* -0.1797* -0.3452* -0.3181* -0.1896* -0.0759*
注1）年次ベースの上昇率及び成長率をプールしたデータを用いている。
注2）*は5％で有意であることを表す。




















































第1グループ（TFP上昇、雇用拡大） 2.37 2.22 0.09 0.06 1.59 1.62 -0.10 0.07 0.78 0.60 0.19 -0.01
第2グループ（TFP上昇、雇用縮小） 2.53 2.46 0.08 -0.01 2.04 1.96 0.04 0.05 0.49 0.50 0.05 -0.06
第3グループ（TFP下落、雇用縮小） -1.52 -1.61 0.11 -0.02 -0.90 -0.97 0.03 0.05 -0.62 -0.64 0.09 -0.07
第4グループ（TFP下落、雇用拡大） -2.24 -2.18 -0.03 -0.02 -1.13 -1.15 0.00 0.02 -1.11 -1.04 -0.03 -0.05
加重平均 0.79 0.72 0.07 0.00 1.60 1.45 -0.04 0.19 -0.46 -0.57 0.29 -0.19
第1グループ（TFP上昇、雇用拡大） 0.40 0.38 0.02 0.01 16% 18% 0.27 0.27 -0.02 0.01 16% 18% 0.14 0.11 0.03 0.00 17% 18%
第2グループ（TFP上昇、雇用縮小） 1.09 1.06 0.04 -0.01 44% 43% 0.94 0.90 0.02 0.02 46% 46% 0.16 0.16 0.02 -0.02 35% 30%
第3グループ（TFP下落、雇用縮小） -0.39 -0.41 0.03 -0.01 27% 24% -0.22 -0.24 0.01 0.01 26% 23% -0.18 -0.19 0.02 -0.02 30% 28%



















































第1グループ（TFP上昇、雇用拡大） 2.82 2.79 -0.03 0.06 1.46 1.43 -0.06 0.09 1.36 1.37 0.03 -0.03
第2グループ（TFP上昇、雇用縮小） 3.66 3.56 0.08 0.02 2.79 2.73 0.00 0.06 0.87 0.84 0.08 -0.04
第3グループ（TFP下落、雇用縮小） -1.79 -1.87 0.03 0.05 -0.80 -0.87 0.01 0.06 -0.99 -1.00 0.02 -0.01
第4グループ（TFP下落、雇用拡大） -1.75 -1.76 0.11 -0.10 -0.73 -0.77 0.02 0.02 -1.02 -1.00 0.08 -0.11
加重平均 1.84 1.79 0.04 0.02 1.44 1.39 -0.02 0.07 0.29 0.28 0.05 -0.05
第1グループ（TFP上昇、雇用拡大） 1.05 1.04 -0.01 0.02 35% 40% 0.56 0.55 -0.02 0.04 35% 42% 0.46 0.46 0.01 -0.01 32% 35%
第2グループ（TFP上昇、雇用縮小） 1.28 1.25 0.03 0.01 38% 32% 1.06 1.03 0.00 0.02 41% 35% 0.23 0.22 0.02 -0.01 28% 25%
第3グループ（TFP下落、雇用縮小） -0.20 -0.21 0.00 0.01 12% 10% -0.07 -0.07 0.00 0.01 9% 8% -0.19 -0.20 0.00 0.00 20% 19%






























国内子会社企業ダミー）2001年 0.013 *** 0.013 *** 0.001 0.001 0.002 *** 0.026 *** 0.209 0.018 *** 0.017 *** 0.001 0.007 *** 0.003 ** 0.028 *** 0.272
(5.87) (5.33) (0.35) (0.49) (3.00) (10.59) (7.69) (5.22) (0.21) (3.44) (2.16) (4.77)
（輸出企業ダミー）2001年 0.003 0.001 -0.008 *** -0.005 *** 0.003 *** 0.036 *** 0.659 0.004 -0.011 ** -0.024 *** -0.003 0.014 *** -0.004 0.158
(1.38) (0.35) (3.09) (-3.44) (4.43) (13.77) (1.22) (-2.28) (-4.09) (-1.16) (6.81) (0.49)
（外資系企業ダミー）2001年 0.007 0.009 -0.062 *** -0.010 0.005 0.103 *** 0.021 0.019 ** 0.019 0.034 0.021 ** 0.001 0.043 0.021
(0.49) (0.63) (-3.53) (-0.94) (1.18) (6.65) (1.96) (1.56) (1.13) (1.96) (0.22) (1.50)
（研究開発企業ダミー）2001年 0.001 0.001 -0.005 * -0.005 *** 0.001 0.038 *** 0.828 -0.007 * -0.012 *** -0.007 -0.004 0.004 ** -0.015 ** 0.373
(0.58) (0.28) (-1.84) (-3.66) (1.63) (16.55) (-1.95) (-2.65) (-1.23) (-1.50) (2.01) （-2.05）
（多国籍企業ダミー）2001年 0.004 ** 0.002 -0.010 *** -0.004 *** 0.002 *** 0.035 *** 0.685 -0.007 * -0.017 *** -0.037 *** -0.003 0.007 *** -0.017 * 0.385
(1.98) (0.83) (-3.19) (-2.07) (3.96) (12.61) (1.67) (-2.89) (-5.62) (-0.79) (3.02) （-1.90）
-0.005 ** -0.007 *** -0.017 *** -0.003 * 0.002 *** -0.040 *** 0.116 0.000 -0.005 -0.029 *** -0.005 ** 0.006 *** -0.051 *** 0.188
（-2.24) (-2.83) (-5.40) (-1.95) (3.00) (15.61) (0.05) (-1.41) (-5.85) ( -2.25） (4.20) （-8.51）
サンプル数
国内子会社企業ダミー）1996年 0.013 *** 0.012 *** 0.003 0.005 *** 0.003 *** 0.016 *** 0.176 0.010 *** 0.005 0.017 *** 0.005 ** 0.005 ** 0.009 0.222
(6.17) (4.74) (1.16) (3.35) (5.86) (6.91) (3.31) (1.14) (3.47) (2.10) (-2.53) (1.21)
（輸出企業ダミー）1996年 -0.002 -0.001 0.003 -0.007 *** -0.001 0.037 *** 0.688 0.005 0.000 -0.009 * -0.012 *** 0.007 *** -0.010 0.304
(-1.24) (-0.43) (1.23) (-4.78) (-1.47) (16.34) (1.41) (-0.01) (-1.77) (-5.39) (3.13) (-1.19)
（外資系企業ダミー）1996年 -0.004 -0.002 -0.023 -0.023 * 0.003 0.072 *** 0.022 0.024 * 0.016 -0.008 0.008 0.011 -0.048 0.018
(-0.32) (-0.14) (-1.40) (-1.88) (0.79) (4.58) (1.84) (0.86) (-0.30) (0.71) (1.34) (-1.54)
（研究開発企業ダミー）1996年 -0.003 -0.001 0.006 ** -0.007 *** -0.001 * 0.039 *** 0.799 -0.004 -0.009 * -0.006 -0.004 0.005 ** -0.051 *** 0.352
(-1.56) (-0.68) (2.28) (-5.03) (-1.65) (19.42) (-1.02) (-1.65) (-1.04) (-1.62) (2.05) （-5.40）
（多国籍企業ダミー）1996年 0.003 0.004 * 0.007 *** -0.006 *** 0.000 0.041 *** 0.641 -0.002 -0.009 -0.009 -0.009 *** 0.007 *** -0.054 *** 0.381
(1.34) (1.83) (2.59) (-3.41) (0.11) (16.75) (-0.41) (-1.48) (-1.50) (-2.73) (2.83) （-5.14）
-0.003 -0.004 -0.017 *** -0.006 *** 0.003 *** -0.046 *** 0.107 0.000 -0.007 0.000 -0.010 *** 0.006 *** -0.050 *** 0.169

















































42（国内子会社企業ダミー）2001年 0.018 *** 0.018 *** 0.011 * 0.012 *** 0.001 0.002 0.015 *** 0.015 *** 0.007 0.007 ** 0.002 0.040 ***
(4.07) (3.60) (1.69) (3.11) (0.76) (0.43) (4.77) (3.31) (1.04) (2.40) (0.91) (5.24)
（輸出企業ダミー）2001年 -0.013 *** -0.016 *** -0.022 *** -0.020 *** 0.003 *** 0.026 *** -0.007 -0.022 *** -0.031 *** -0.015 *** 0.015 *** -0.014
(-3.27) (-3.47) (-3.80) (-5.73) (2.74) (5.65) (-1.55) (-3.64) (-3.75) (-3.91) (5.23) (-1.27)
（外資系企業ダミー）2001年 0.014 0.011 -0.073 *** -0.013 0.011 0.038 0.030 ** 0.024 * 0.066 0.032 ** 0.007 0.036
(0.83) (0.58) (-3.82) (-0.91) (1.55) (1.61) (2.47) (1.65) (1.58) (2.18) (1.01) (1.01)
（研究開発企業ダミー）2001年 -0.014 *** -0.015 *** -0.017 ** -0.016 *** -0.001 0.036 *** -0.012 *** -0.020 *** -0.015 ** -0.010 *** 0.006 ** -0.011
(-2.89) (-2.76) (-2.28) (-3.79) (-0.63) (7.02) (-2.86) (-3.49) (-1.97) (-2.66) (2.53) (-1.13)
（多国籍企業ダミー）2001年 -0.008 ** -0.010 ** -0.021 *** -0.015 *** 0.002 ** 0.025 *** -0.020 *** -0.033 *** -0.052 *** -0.014 *** 0.010 *** -0.021 **
(-2.29) (-2.50) (-3.94) (-4.76) (2.14) (5.89) (-4.56) (-5.40) (-6.45) (-3.46) (4.02) (-2.07)
（負債比率が上位25％以上企業ダミー）2001年 0.002 -0.001 -0.009 0.007 0.002 * -0.042 *** 0.002 -0.001 -0.018 *** -0.004 0.005 ** -0.042 ***
(0.37) (-0.13) (-1.08) (1.62) (1.72) (-7.71) (0.59) (-0.29) (-2.52) ( -1.12） (2.49) (-5.19)
サンプル数
（国内子会社企業ダミー）1996年 0.017 *** 0.017 *** 0.006 0.014 *** 0.002 ** -0.002 0.012 *** 0.007 0.019 *** 0.008 ** 0.004 0.017 *
(4.26) (3.57) (1.14) (4.26) (2.48) (-0.46) (2.82) (1.25) (3.04) (2.19) (1.56) (1.72)
（輸出企業ダミー）1996年 -0.008 ** -0.007 * -0.002 -0.014 *** -0.001 0.033 *** -0.007 -0.013 * -0.027 ** -0.028 *** 0.008 *** -0.020 *
(-2.25) (-1.66) (-0.58) (-5.08) (-0.95) (8.83) (-1.36) (-1.92) (-4.09) (-8.05) (2.82) (-1.65)
（外資系企業ダミー）1996年 -0.010   -0.008 -0.004 -0.019 0.001 0.022 0.031 * 0.024 0.002 0.015 0.010 -0.031
(-0.66) (-0.50) (-0.16) (-0.94) (0.12) (0.86) (1.88) (1.10) (0.06) (1.04) (1.08) (-0.76)
（研究開発企業ダミー）1996年 -0.017 *** -0.018 *** -0.006 -0.019 *** 0.000 0.038 *** -0.020 *** -0.028 *** -0.013 ** -0.014 *** 0.007 ** -0.046 ***
(-3.67) (-3.51) (-1.07) (-5.67) (-0.31) (8.94) (-3.63) (-3.79) (-1.99) (-3.55) (2.38) (-3.75)
（多国籍企業ダミー）1996年 -0.003 -0.003 0.000 -0.014 *** 0.001 0.029 *** -0.019 *** -0.029 *** -0.028 *** -0.024 *** 0.009 *** -0.064 ***
(-1.06) (-1.00) (0.08) (-5.25) (1.49) (8.34) (-3.70) (-4.14) (-4.20) (-5.82) (3.06) (-5.21)
（負債比率が上位25％以上企業ダミー）1996年 0.000 0.000 0.001 0.000 0.002 -0.055 *** 0.001 -0.009 0.006 -0.004 0.007 *** -0.046 ***


















































430.009 *** 0.006 ***
(10.72) (3.35)
0.015 *** 0.012 ***
(11.63) (4.80)
0.204 *** 0.236 *** 0.203 *** 0.235 ***
(41.06) (46.29) (40.93) (46.22)
0.006 *** -0.001 0.006 *** -0.001
(14.96) (-0.75) (14.77) (-0.89)
0.016 *** 0.051 *** 0.015 *** 0.051 ***
(4.41) (3.01) (4.24) (3.01)
0.165 *** 0.140 *** 0.165 *** 0.137 ***
(6.32) (2.73) (6.34) (2.68)
0.002 * 0.004 0.002 * 0.004
(1.78) (1.35) (1.76) (1.35)
0.010 *** 0.013 *** 0.010 *** 0.013 ***
(14.22) (8.13) (14.44) (8.08)
0.028 *** -0.001 0.028 *** -0.001
(6.76) (-0.14) (6.82) (-0.19)
-0.024 *** -0.013 ** -0.023 *** -0.012 *
(-9.98) (-2.03) (-9.56) (-1.93)
サンプル数 36,111 40,768 36,111 40,768




































畜産食料品 -0.014 0.000 0.002 -0.001 0.000 0.000 -0.002 -0.015 1.38 1.15
水産食料品 -0.005 0.000 -0.001 -0.001 -0.001 0.000 -0.006 -0.014 0.48 0.34
精穀・製粉 0.008 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.27 0.26
その他の食料品 -0.009 0.000 0.000 -0.001 -0.001 0.000 -0.003 -0.013 2.73 2.57
飼料・有機質肥料 0.014 0.000 -0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.015 0.29 0.26
飲料 -0.016 0.001 -0.001 0.000 -0.001 0.000 0.000 -0.019 3.15 2.85
繊維製品 -0.006 0.004 -0.001 0.002 -0.002 0.001 -0.007 -0.009 1.47 0.84
製材・木製品 -0.011 0.001 -0.001 -0.001 0.000 -0.002 0.000 -0.014 0.40 0.27
家具・装備品 -0.007 0.002 0.000 0.000 -0.001 0.000 -0.002 -0.009 0.40 0.28
パルプ・紙・板紙・加工紙 0.009 0.000 0.000 0.002 -0.001 0.001 0.000 0.011 1.70 1.59
印刷・製版・製本 -0.011 0.000 0.001 0.000 -0.001 0.000 0.000 -0.011 1.47 1.47
皮革・皮革製品・毛皮 -0.004 -0.001 0.002 0.002 0.000 0.000 -0.001 -0.003 0.04 0.03
ゴム製品 0.003 0.002 0.001 0.000 0.000 0.000 -0.001 0.006 0.81 0.72
化学肥料 0.020 0.001 0.000 0.002 0.000 0.005 -0.002 0.026 0.41 0.42
無機有機化学製品 0.003 0.000 -0.001 0.000 0.000 0.002 -0.001 0.005 2.73 2.91
化学繊維 0.009 0.004 0.004 0.007 0.001 0.000 -0.004 0.022 0.63 0.36
化学最終製品 0.009 0.000 0.000 0.001 0.000 0.003 0.000 0.012 2.12 2.05
医薬品 0.027 0.000 -0.001 0.002 -0.001 0.002 -0.001 0.029 1.97 2.09
石油製品 -0.002 0.002 -0.001 0.000 -0.001 0.000 0.000 -0.003 3.03 2.91
石炭製品 -0.001 0.000 0.001 0.001 -0.001 -0.001 -0.002 -0.003 0.18 0.15
ガラス・ガラス製品 0.019 -0.001 0.000 0.003 -0.002 0.000 0.000 0.020 0.40 0.40
セメント・セメント製品 0.005 -0.002 0.003 0.000 -0.002 0.000 0.000 0.004 0.62 0.52
その他の窯業・土石製品 0.005 0.004 0.004 0.002 0.000 0.001 -0.016 0.000 0.98 0.52
銑鉄・粗鋼 -0.006 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 -0.005 3.09 2.52
その他の鉄鋼 0.002 0.001 0.001 0.001 -0.002 0.003 -0.004 0.002 0.57 0.39
非鉄金属製錬・精製 0.017 0.003 0.003 0.002 -0.002 0.000 0.000 0.023 0.56 0.40
非鉄金属加工製品 0.004 0.000 0.000 0.000 -0.002 0.003 0.000 0.006 1.51 1.44
建設・建築用金属製品 0.006 0.000 0.001 0.001 0.000 0.004 -0.001 0.010 1.31 1.09
その他の金属製品 0.000 0.001 0.001 0.000 -0.003 0.000 -0.003 -0.003 1.68 1.29
一般産業機械 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002 0.000 0.007 0.50 0.45
特殊産業機械 0.000 0.001 0.003 0.001 0.000 0.002 -0.001 0.005 1.85 1.64
その他の一般機械 -0.012 0.001 0.000 0.000 -0.001 0.001 -0.002 -0.012 3.44 3.05
事務用・サービス用機器 0.022 -0.006 -0.003 0.004 -0.001 0.026 -0.001 0.039 1.34 1.85
重電機器 -0.002 0.003 0.000 0.001 -0.001 0.000 -0.003 -0.002 2.24 1.92
民生用電子・電気機器 0.019 0.003 0.008 0.006 0.000 0.011 -0.005 0.042 0.52 0.34
電子計算機・同付属品 0.029 0.005 0.008 0.002 -0.001 0.006 -0.007 0.042 7.02 5.68
通信機器 0.047 -0.006 -0.011 0.003 -0.003 0.041 -0.003 0.068 2.52 4.12
電子部品・電子応用装置 0.019 0.002 0.004 0.006 -0.003 0.004 -0.002 0.029 4.39 4.60
その他の電気機器 0.003 -0.001 0.002 0.001 0.000 0.006 -0.008 0.003 0.89 0.84
自動車・自動車部品 0.007 -0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.008 12.46 11.84
その他の輸送用機械 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001 -0.001 0.002 1.10 0.94
精密機械 0.003 0.000 0.001 0.005 -0.001 0.003 -0.001 0.009 0.88 0.92
プラスチック製品 0.004 -0.001 0.000 0.001 -0.001 0.006 -0.002 0.008 1.64 1.68
その他の製造工業製品 0.005 0.011 -0.001 0.004 -0.002 0.008 -0.005 0.020 1.39 1.02
建築業 -0.002 0.002 0.000 0.000 -0.002 0.000 -0.003 -0.005 2.98 1.97
卸売業 0.008 0.007 -0.007 -0.004 0.006 -0.001 0.003 0.011 9.36 8.19
小売業 -0.005 0.004 -0.005 -0.004 0.004 -0.001 0.000 -0.007 5.66 5.23
不動産業 0.002 -0.003 -0.001 0.019 -0.013 0.001 -0.001 0.003 0.06 0.13
運輸業 0.001 -0.004 0.003 0.005 0.000 0.000 -0.001 0.004 0.33 0.63
広告業 0.001 0.001 -0.001 0.020 -0.008 0.000 -0.031 -0.018 0.05 1.28
業務用物品賃貸業 0.019 0.003 -0.018 0.078 -0.004 0.003 -0.002 0.079 0.20 2.19
自動車整備・修理業 -0.001 -0.002 0.001 0.020 -0.001 0.007 -0.001 0.023 0.13 0.57
その他の対事業所サービス -0.012 -0.007 0.012 0.005 -0.003 0.027 -0.006 0.016 0.39 1.28
娯楽業 0.000 0.000 0.000 -0.050 -0.004 -0.002 -0.025 -0.081 0.61 0.28
情報サービス業 0.021 -0.024 -0.018 0.027 -0.002 0.002 -0.001 0.005 0.35 2.82
出版・新聞業 -0.009 -0.003 0.003 0.004 0.000 0.000 -0.001 -0.007 1.08 1.22
飲食店 -0.013 0.011 0.010 -0.012 -0.001 0.001 0.000 -0.005 0.16 0.94
その他の対個人サービス -0.002 -0.001 0.001 -0.012 0.000 -0.001 -0.032 -0.048 0.10 0.21
45付表2：　FHK分解方法による産業別TFP上昇率分解(2001－2005)(年率)










畜産食料品 0.006 0.000 -0.001 0.002 0.000 0.001 0.000 0.008 1.25 1.10
水産食料品 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 -0.001 0.003 0.38 0.29
精穀・製粉 -0.003 -0.004 0.002 0.003 0.000 0.000 0.000 -0.002 0.22 0.22
その他の食料品 0.005 -0.001 0.000 0.001 -0.002 0.004 -0.001 0.007 2.86 2.67
飼料・有機質肥料 -0.023 0.000 -0.002 0.000 0.000 -0.002 0.000 -0.027 0.31 0.30
飲料 0.011 0.001 0.001 0.002 -0.001 0.000 -0.001 0.013 2.91 2.18
繊維製品 0.007 0.002 0.001 0.006 0.000 0.003 -0.002 0.017 0.84 0.61
製材・木製品 -0.006 0.000 0.001 0.001 -0.001 0.001 -0.001 -0.005 0.29 0.29
家具・装備品 0.001 0.002 0.000 0.003 -0.001 0.001 -0.001 0.004 0.34 0.31
パルプ・紙・板紙・加工紙 0.000 0.000 0.001 0.002 0.000 0.001 -0.001 0.004 1.55 1.32
印刷・製版・製本 0.001 0.000 0.000 0.002 -0.001 0.000 0.000 0.003 1.54 1.37
皮革・皮革製品・毛皮 0.003 0.003 0.005 -0.001 -0.001 0.003 0.003 0.015 0.04 0.03
ゴム製品 0.004 0.004 0.001 0.002 -0.001 0.004 -0.003 0.011 0.78 0.72
化学肥料 0.026 0.000 -0.002 0.004 -0.001 0.012 -0.003 0.037 0.42 0.42
無機有機化学製品 -0.004 0.001 0.000 -0.001 0.000 0.000 -0.004 -0.009 2.64 2.80
化学繊維 0.005 -0.001 0.001 0.001 -0.001 -0.002 0.004 0.35 0.25
化学最終製品 0.010 0.001 0.002 0.004 0.000 0.003 -0.006 0.015 2.02 1.66
医薬品 0.024 0.003 0.001 0.003 -0.006 0.005 -0.001 0.029 2.23 2.09
石油製品 0.004 -0.001 0.001 0.000 0.003 0.007 3.12 4.78
石炭製品 -0.027 -0.003 0.009 -0.005 0.002 -0.001 -0.001 -0.024 0.07 0.12
ガラス・ガラス製品 0.025 -0.006 -0.008 0.012 -0.001 0.017 0.001 0.039 0.37 0.53
セメント・セメント製品 -0.002 0.001 0.000 0.000 -0.001 0.002 0.000 -0.001 0.51 0.38
その他の窯業・土石製品 0.002 0.001 0.002 0.004 0.000 0.003 -0.007 0.005 0.45 0.41
銑鉄・粗鋼 -0.001 0.002 0.001 -0.001 0.000 0.000 -0.002 -0.001 2.42 3.03
その他の鉄鋼 -0.008 0.000 0.001 -0.001 -0.001 -0.002 -0.002 -0.013 0.37 0.42
非鉄金属製錬・精製 -0.016 0.000 0.003 -0.001 0.000 -0.002 -0.004 -0.021 0.53 0.63
非鉄金属加工製品 0.014 0.000 0.001 0.003 -0.001 0.006 0.000 0.022 1.34 1.42
建設・建築用金属製品 -0.009 -0.005 0.004 -0.001 -0.001 -0.001 -0.003 -0.015 0.99 0.83
その他の金属製品 0.008 -0.001 0.003 0.005 -0.001 0.004 -0.002 0.015 1.15 1.13
一般産業機械 0.022 -0.002 -0.001 0.008 -0.001 0.006 -0.004 0.029 0.44 0.62
特殊産業機械 0.014 0.000 0.002 0.003 0.000 0.008 -0.001 0.026 1.42 1.63
その他の一般機械 0.004 -0.001 0.003 0.002 -0.001 0.002 -0.002 0.006 2.92 2.67
事務用・サービス用機器 0.015 0.006 0.004 0.012 -0.004 0.005 -0.004 0.033 1.99 1.80
重電機器 0.017 -0.004 -0.003 0.003 -0.003 0.011 -0.001 0.020 1.79 1.93
民生用電子・電気機器 0.052 -0.005 -0.025 0.023 -0.003 0.044 -0.002 0.084 0.31 0.54
電子計算機・同付属品 0.081 0.004 0.044 0.026 -0.001 0.024 -0.016 0.162 3.50 1.79
通信機器 0.052 -0.005 -0.009 0.014 0.000 0.005 -0.001 0.056 5.03 5.34
電子部品・電子応用装置 0.026 0.000 0.004 0.013 -0.006 0.014 -0.006 0.045 3.97 4.20
その他の電気機器 0.000 0.001 0.001 0.015 -0.003 0.004 -0.015 0.004 0.98 0.87
自動車・自動車部品 0.002 -0.001 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000 0.003 12.15 13.84
その他の輸送用機械 0.008 -0.002 -0.001 0.006 -0.001 0.004 -0.002 0.011 1.02 1.12
精密機械 0.010 -0.005 0.001 0.009 -0.001 0.006 -0.001 0.020 0.90 1.14
プラスチック製品 0.004 0.001 0.001 0.003 -0.001 0.008 -0.004 0.012 1.75 1.64
その他の製造工業製品 0.014 -0.008 -0.004 0.005 -0.003 0.016 -0.002 0.018 1.14 1.39
建築業 -0.001 -0.001 0.002 0.009 -0.002 0.001 0.000 0.006 1.54 1.51
卸売業 0.011 0.005 -0.010 -0.003 0.003 -0.001 0.006 0.010 8.32 6.92
小売業 0.004 0.003 -0.001 -0.002 0.002 0.000 0.000 0.007 5.65 5.06
不動産業 0.007 -0.007 0.001 0.018 -0.009 0.009 0.001 0.019 0.10 0.15
運輸業 -0.016 0.000 0.001 0.003 -0.003 0.001 0.000 -0.015 0.73 0.51
広告業 0.002 0.000 0.000 0.009 -0.008 0.001 0.000 0.005 1.34 1.09
業務用物品賃貸業 0.117 -0.002 -0.005 0.031 0.000 0.004 0.000 0.144 2.54 2.49
自動車整備・修理業 0.003 0.001 0.003 0.003 -0.010 0.008 -0.001 0.005 0.64 0.51
その他の対事業所サービス 0.005 -0.004 0.001 0.011 -0.005 0.006 -0.008 0.006 1.52 2.18
娯楽業 0.006 -0.007 0.000 0.032 -0.013 0.018 -0.003 0.033 0.40 0.40
情報サービス業 0.006 -0.006 0.000 0.006 -0.005 0.005 -0.004 0.003 3.12 4.05
出版・新聞業 -0.009 -0.002 0.001 0.000 -0.001 0.008 0.000 -0.003 1.18 1.06
飲食店 0.000 0.001 0.000 0.002 0.006 0.000 0.000 0.008 1.04 0.93
その他の対個人サービス 0.004 -0.002 0.001 0.021 0.001 0.002 0.000 0.026 0.26 0.31
46付表3：　ＧＲ分解方法による産業別TFP上昇率分解(1996－2000)(年率)
産業名 内部効果 再配分効






畜産食料品 -0.013 0.002 0.000 -0.001 0.000 -0.003 -0.015
水産食料品 -0.006 0.001 0.000 -0.002 0.001 -0.008 -0.014
精穀・製粉 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009
その他の食料品 -0.009 0.000 0.000 -0.001 0.001 -0.003 -0.013
飼料・有機質肥料 0.013 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.015
飲料 -0.017 0.001 0.000 -0.002 0.000 -0.001 -0.019
繊維製品 -0.007 0.005 0.002 -0.003 0.002 -0.007 -0.009
製材・木製品 -0.011 0.001 -0.001 -0.001 -0.001 -0.001 -0.014
家具・装備品 -0.007 0.002 0.000 -0.001 0.000 -0.003 -0.009
パルプ・紙・板紙・加工紙 0.010 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.011
印刷・製版・製本 -0.010 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000 -0.011
皮革・皮革製品・毛皮 -0.003 0.000 0.002 0.000 0.000 -0.001 -0.003
ゴム製品 0.004 0.003 0.000 0.000 0.000 -0.001 0.006
化学肥料 0.020 0.001 0.001 0.001 0.003 0.000 0.026
無機有機化学製品 0.003 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.005
化学繊維 0.011 0.003 0.005 0.003 0.000 0.000 0.022
化学最終製品 0.009 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.012
医薬品 0.027 0.000 0.002 0.000 0.001 0.000 0.029
石油製品 -0.003 0.002 0.000 -0.002 0.000 0.000 -0.003
石炭製品 -0.001 0.001 0.001 -0.001 -0.001 -0.002 -0.003
ガラス・ガラス製品 0.019 0.000 0.002 -0.001 0.000 0.000 0.020
セメント・セメント製品 0.006 0.000 0.000 -0.002 0.000 -0.001 0.004
その他の窯業・土石製品 0.007 0.005 0.001 0.000 0.001 -0.013 0.000
銑鉄・粗鋼 -0.006 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 -0.005
その他の鉄鋼 0.002 0.001 0.001 -0.002 0.002 -0.003 0.002
非鉄金属製錬・精製 0.018 0.002 0.001 -0.001 0.000 0.002 0.023
非鉄金属加工製品 0.004 0.000 0.000 -0.002 0.003 0.000 0.006
建設・建築用金属製品 0.007 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.010
その他の金属製品 0.000 0.001 0.000 -0.003 0.000 -0.003 -0.003
一般産業機械 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002 0.000 0.007
特殊産業機械 0.002 0.002 0.001 0.000 0.001 -0.001 0.005
その他の一般機械 -0.012 0.001 0.000 -0.001 0.001 -0.002 -0.012
事務用・サービス用機器 0.020 -0.004 0.003 0.000 0.020 0.001 0.039
重電機器 -0.002 0.003 0.001 -0.001 0.000 -0.003 -0.002
民生用電子・電気機器 0.023 0.003 0.003 0.003 0.008 0.002 0.042
電子計算機・同付属品 0.033 0.005 0.002 0.000 0.004 -0.002 0.042
通信機器 0.041 -0.005 0.002 0.003 0.027 0.001 0.068
電子部品・電子応用装置 0.021 0.003 0.004 -0.001 0.003 0.000 0.029
その他の電気機器 0.004 0.000 0.001 0.000 0.005 -0.007 0.003
自動車・自動車部品 0.007 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.008
その他の輸送用機械 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.002
精密機械 0.003 0.001 0.004 0.000 0.002 -0.001 0.009
プラスチック製品 0.005 -0.001 0.001 -0.001 0.005 -0.001 0.008
その他の製造工業製品 0.005 0.009 0.003 0.000 0.006 -0.003 0.020
建築業 -0.002 0.002 0.000 -0.002 0.001 -0.003 -0.005
卸売業 0.004 0.003 -0.004 0.007 -0.002 0.003 0.011
小売業 -0.008 0.002 -0.003 0.004 -0.001 -0.001 -0.007
不動産業 0.001 -0.004 0.019 -0.013 0.001 -0.001 0.003
運輸業 0.003 -0.001 0.003 0.000 0.000 0.000 0.004
広告業 0.000 0.000 0.019 -0.007 0.000 -0.030 -0.018
業務用物品賃貸業 0.011 0.006 0.051 0.009 0.001 0.001 0.079
自動車整備・修理業 0.000 -0.001 0.019 -0.001 0.007 -0.001 0.023
その他の対事業所サービス -0.006 0.001 0.003 -0.001 0.025 -0.006 0.016
娯楽業 0.000 0.001 0.007 -0.017 0.000 -0.071 -0.081
情報サービス業 0.012 -0.033 0.026 -0.002 0.002 -0.001 0.005
出版・新聞業 -0.008 -0.003 0.005 0.000 0.000 -0.002 -0.007
飲食店 -0.008 0.012 -0.007 -0.002 0.001 0.000 -0.005
その他の対個人サービス -0.002 -0.002 0.000 -0.002 -0.001 -0.042 -0.048
47付表4：　ＧＲ分解方法による産業別TFP上昇率分解(2001－2005)(年率)
産業名 内部効果 再配分効






畜産食料品 0.006 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000 0.008
水産食料品 0.001 0.000 0.001 0.000 0.001 -0.001 0.003
精穀・製粉 -0.002 -0.004 0.003 0.000 0.000 0.000 -0.002
その他の食料品 0.005 0.000 0.001 -0.002 0.004 -0.001 0.007
飼料・有機質肥料 -0.024 0.001 0.000 -0.001 -0.001 -0.001 -0.027
飲料 0.012 0.001 0.001 0.000 0.000 -0.001 0.013
繊維製品 0.008 0.002 0.006 0.001 0.002 -0.002 0.017
製材・木製品 -0.005 0.000 0.002 -0.001 0.001 -0.001 -0.005
家具・装備品 0.001 0.002 0.003 -0.001 0.001 -0.001 0.004
パルプ・紙・板紙・加工紙 0.001 0.001 0.002 0.000 0.001 -0.001 0.004
印刷・製版・製本 0.001 0.000 0.002 -0.001 0.000 0.000 0.003
皮革・皮革製品・毛皮 0.006 0.005 -0.001 -0.001 0.004 0.003 0.015
ゴム製品 0.005 0.004 0.001 0.000 0.003 -0.001 0.011
化学肥料 0.026 0.000 0.002 0.001 0.007 0.000 0.037
無機有機化学製品 -0.005 0.001 0.000 -0.001 0.000 -0.004 -0.009
化学繊維 0.006 -0.001 0.001 -0.001 -0.002 0.004
化学最終製品 0.011 0.002 0.002 0.001 0.002 -0.003 0.015
医薬品 0.024 0.003 0.002 -0.004 0.003 0.000 0.029
石油製品 0.005 0.000 0.000 0.002 0.007
石炭製品 -0.022 -0.001 0.001 0.000 -0.001 -0.001 -0.024
ガラス・ガラス製品 0.020 -0.006 0.010 0.000 0.013 0.002 0.039
セメント・セメント製品 -0.002 0.001 0.001 -0.002 0.002 0.000 -0.001
その他の窯業・土石製品 0.003 0.002 0.004 0.000 0.003 -0.007 0.005
銑鉄・粗鋼 -0.001 0.003 0.000 0.000 0.000 -0.003 -0.001
その他の鉄鋼 -0.008 0.001 -0.001 -0.001 -0.001 -0.003 -0.013
非鉄金属製錬・精製 -0.015 0.001 -0.001 -0.001 -0.001 -0.005 -0.021
非鉄金属加工製品 0.014 0.000 0.002 0.000 0.004 0.001 0.022
建設・建築用金属製品 -0.007 -0.002 0.001 -0.003 0.001 -0.005 -0.015
その他の金属製品 0.009 0.000 0.003 0.000 0.002 0.000 0.015
一般産業機械 0.022 -0.002 0.006 0.001 0.003 -0.001 0.029
特殊産業機械 0.015 0.001 0.002 0.001 0.006 0.000 0.026
その他の一般機械 0.005 0.000 0.001 -0.001 0.001 -0.001 0.006
事務用・サービス用機器 0.017 0.006 0.009 -0.001 0.004 -0.001 0.033
重電機器 0.015 -0.004 0.002 -0.003 0.010 0.000 0.020
民生用電子・電気機器 0.039 -0.006 0.014 0.004 0.028 0.004 0.084
電子計算機・同付属品 0.103 0.004 0.014 0.002 0.012 0.026 0.162
通信機器 0.047 -0.004 0.009 0.001 0.003 0.000 0.056
電子部品・電子応用装置 0.028 0.002 0.008 -0.002 0.010 0.000 0.045
その他の電気機器 0.000 0.002 0.016 -0.003 0.004 -0.015 0.004
自動車・自動車部品 0.003 -0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.003
その他の輸送用機械 0.008 -0.001 0.004 0.000 0.003 -0.001 0.011
精密機械 0.011 -0.002 0.007 0.000 0.004 0.000 0.020
プラスチック製品 0.005 0.001 0.002 -0.001 0.008 -0.003 0.012
その他の製造工業製品 0.012 -0.007 0.004 -0.001 0.011 0.000 0.018
建築業 0.000 0.000 0.009 -0.002 0.001 0.000 0.006
卸売業 0.006 0.000 -0.003 0.003 -0.002 0.006 0.010
小売業 0.003 0.002 -0.002 0.003 0.000 0.000 0.007
不動産業 0.007 -0.003 0.012 -0.003 0.005 0.001 0.019
運輸業 -0.016 0.000 0.003 -0.003 0.001 0.000 -0.015
広告業 0.003 0.000 0.009 -0.008 0.001 0.000 0.005
業務用物品賃貸業 0.114 -0.002 0.019 0.008 0.002 0.003 0.144
自動車整備・修理業 0.004 0.002 0.002 -0.009 0.007 -0.001 0.005
その他の対事業所サービス 0.005 -0.003 0.009 -0.004 0.005 -0.007 0.006
娯楽業 0.006 -0.005 0.027 -0.008 0.016 -0.002 0.033
情報サービス業 0.006 -0.005 0.005 -0.003 0.004 -0.004 0.003
出版・新聞業 -0.008 -0.002 0.001 -0.001 0.008 0.000 -0.003
飲食店 0.000 0.001 0.003 0.005 0.000 0.000 0.008
その他の対個人サービス 0.004 -0.001 0.019 0.002 0.002 0.000 0.026
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